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スポーツ施設従業員における雇用安定度と 
ワークパフォーマンスに関する研究 

　―　公共施設と民間施設の比較を通じて　―　

朴　明姫1，3）＊，大竹弘和2），伊藤敏孝3），湯川雅弘3）

Job Insecurity and Job Performance among Sports Facility Workers in Japan :
Through Comparison of Public facility and Private facility

Myunghee Park1，3）, Hirokazu Otake2）, Toshitaka Itoh3）, Masahiro Yukawa3）

Abstract
Objective：The aim of the present study was to clarify job insecurity and work per- formance in sports facility 
employees. Methods : The survey was conducted on 488 workers in the capital area sports facilities in Japan, 
among which 377 valid respondents （192 public facility and 185 private facility） were grouped and data were 
analyzed. Job insecurity measured by the Korean Stress Scale （KOSS-33）, and work performance measured 
by WHO-HPQ. To clarify job insecurity and work performance, ANCOVA tests were conducted adjusting for 
covariates （sex, age, education, marital, job type, job contracts） in public facility and private facility. Results: 
Between public facility and private facility showed different Job insecurity and work performance. In the AN-
COVA, there was a significant difference in the average score of job insecurity and job performance among 
the contract type groups of the public facility. There is no significant difference between the contract type 
groups of the private facility. Conclusions : The present findings suggest that it is necessary to review the des-
ignated period and the selection method in designated manager system. Moreover, active job insecurity poli-
cies are required not only for the occupational health and welfare of employees but also for organization effi-
ciency.
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1．緒　言

　近年，健康に対する意識の高まりを受けて，スポーツ施設の高度化と専門化が進んでいる。それに伴
い，店舗従事者は高度な専門性やスキルに基づく質の高いヒューマンサービスが求められている。2003
年から 2015年の 12年間におけるスポーツ施設ビジネスの推移をみると，フィットネスクラブの年間売
り上げ高は年々増加している（経済産業省 2015）。また，売上も順調な伸び率をみせている（経済産業
省，2017）。しかし，健康づくりやスポーツ実施率向上を担うフィットネスクラブなどの民間のスポー
ツ施設産業は離職率や転職率が高いことから，衖で昨今言われる「ブラック産業」と揶揄されているこ
とも多い。民間スポーツ施設に対して雇用環境が安定していた公共スポーツ施設に，2003年の地方自
治法改正により指定管理者制度が導入され，行政の外郭団体であるスポーツ公社や財団法人スポーツ協
会等が解散する事例など，公共スポーツ施設従業員の雇用環境にも変化をもたらしている。多くの研究
において雇用不安は慢性的な職業性ストレスの原因となり，本人だけでなく家庭生活にも悪影響をもた
らす。特に子供においては仕事に対する価値観にネガティブな影響をおよぼしていると示唆されてい
る。さらに，Lee（2010）によると雇用不安のストレスによって顧客に対するサービス力も低下すると
報告されている。このように雇用不安は個人の労働福祉の面だけでなく，組織と従業員の行動関係に有
害な影響を及ぼし，ワークパフォーマンスを低下させると示されている（Sverke et al., 2002）。しか
し，スポーツ施設従業員を対象にした研究は散見する中，雇用安定とワークパフォーマンスに関する研
究はほとんど行われてない。
　2015年 3月現在，スポーツ施設業界の労働力構成は，総就業者 24万 9千人のうち，正社員は 8万千
人，非正社員が 16万 7千人となっており，非正社員が多いことから（経済産業省，2015）。たとえ現在
就労していたとしても雇用不安とは無縁ではないと考えられ，雇用不安ストレスの増加が窺われる
（Park et al., 2017）。また，非正社員の増加に伴い，正社員には高度な仕事のスキルが必要とされ（Alca-
lay and Pasick, 1983），若い世代の正社員が年配の非正社員の上司になるなど職務ストレスが高まって
いる（厚生労働省，2014年）。さらに，スポーツ施設業界においては，顧客のクレーム対応など顧客と
のコミュニケーションを担当するフロントや経理などの事務管理的な業務をはじめ，スタジオプログラ
ムや有料トレーニングプログラムを非正社員が担当するなど，非正社員にも高い専門性とコミットメン
トが求められるのが職務上の特徴として挙げられる（水野，2007）。このようなことから，スポーツ施
設の従業員は雇用不安による健康上のリスクと職務特性上の負担も抱えており，より積極的な雇用不安
に対する対策が求められている（高橋ら，2014：朴ら，2017）。一方，前述のとおり指定管理者制度の
導入により，公共スポーツ施設従業員の雇用環境にも変化をもたらしている。よって，本研究では，ワ
ークパフォーマンスと指定管理者制度について検討し，指定管理者制度が実施されている公共スポーツ
施設と民間のフィットネスクラブの比較を通じてスポーツ施設従業員における雇用安定度とワークパフ
ォーマンスを明らかにすることを目的とする。

1．1　ワークパフォーマンスに関する先行研究の検討
　ワークパフォーマンスは，企業の従業員が自分の職務に関連して示す望ましい行動を意味し，（Crav-
ers, Ingram, Laforge, & Young, 1993 : Law, Cravens, Grant, & Moncrief, 2001）。集団と個人の努力を評価
して補償に反映するために使用される概念である。Slocum（1970）は，ワークパフォーマンスを機能
的知識，技術的な知識，信頼性，努力，攻撃性，欲求の充足と役割知覚などで説明し，Tett＆Meyer
（1993）は，職務遂行を通じて達成することができる目標程度，または組織のメンバーが実行すること
の結果として説明している。Van Dyne＆ Lepine（1998）は，ワークパフォーマンスを自ら評価する程
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度または，組織が組織のメンバーの職務遂行活動を通じて得られる目標の達成度合いと定義している。
　一方，ワークパフォーマンスは職業性ストレスとネガティブに関連している（Ivancevich and Don-
netty, 1975）。イランの看護師を対象にした研究においてもネガティブな関連が報告されている（Arb-
abisarjou. et al., 2007）。Muhammad （1985）によると，カナダの製造業の中間管理者とブルーカラーの
従業員を対象にした調査報告では，職務ストレスとワークパフォーマンスはネガティブな関連性を示し
た。韓国の中小企業のワークパフォーマンスの向上のための研究（Choi, 2018）では，組織のアプロー
チと指導者のリーダーシップが重要であると示している。Nakagawa. et al. （2015）による日本の製造業
の従業員を対象にした調査報告では，WHO-HPQ（WHO Health and Work Performance Questionnaire 
をアウトカムとして，組織の相互作用的公平性よりは，手続き的な公平性が有意な関連性を示した。さ
らに，日本における職場でのメンタルヘルスの第一次予防対策に関する費用便益に関する調査報告（吉
村ら，2013）では，WHO-HPQを労働生産性の指標として使用して職場環境改善および個人向けスト
レスマネジメント教育の便益が事業者にとって経済的な利点がある可能性が示唆された。上記の先行研
究の知見から今回の研究では，WHO-HOQ をワークパフォーマンスの指標とし，スポーツ施設におけ
る雇用安定度とワークパフォーマンスについて検討することにした。

1．2　指定管理者制度
　2003年の地方自治法改正により導入された指定管理者制度は，「多様化する住民ニーズにより効果
的，効率的に対応するため，公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ，住民サービスの向上と経費の
節減を図ること」（2003年 7月 17日総務省自治行政局「地方自治法の一部を改正する法律の公布につ
いて（通知）」）を目的として制度設計され，法改正前の旧制度（管理委託制度）から 3年間の経過措置
期間を設け，2006年 9月までに移行することとされた。地方分権改革，地方行財政改革の潮流の中，
欧米に端を発した「新しい公共経営」（NPM＝New Public Management）や公民連携（PPP＝Public Pri-
vate Partnership）の発想を日本の地方自治制度に導入した新たな手法であり，公の施設の管理運営費
縮減だけでなく住民サービス向上につながる行政改革が期待されている。地方自治体では，少子高齢化
等に伴う社会保障関係費の急増とともに，高度成長期に整備した公共施設が一斉に更新時期を迎えるな
ど，厳しさを増した財政状況への対応が急務となっている。これらを背景に，効果的効率的な地方自治
体経営の要請が高まり，指定管理者制度は 2015年 4月には全国で 7万 6千以上の施設，特に都道府県
及び政令市では体育館・プールの 90％以上に導入されるなど，住民サービスの提供主体の多様化が着
実に進んでいる。
　一方，スポーツ施設の従業員を対象にした研究は散見する中で，住民サービスの質にも影響する要素
として，指定管理者制度が実施されている公共施設と民間施設の従業員を対象にした比較研究はほとん
ど行われていない。そこで本研究は，日本のスポーツ施設従業員の雇用安定度とワークパフォーマンス
を明らかにするため，以下の 3つの仮説を設定した。

仮説 1　「スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設では，雇用安定度が異なる。」
仮説 2　 「スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設では，ワークパフォーマンスが異な

る。」
仮説 3　 「スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設では，雇用形態によって，雇用安定度

とワークパフォーマンスが異なる。」
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2．研究方法と手順

2．1　対象者
　首都圏の民間スポーツ施設運営会社のフィットネスクラブと指定管理者制度の対象である公共施設運
営会社の室内スポーツ施設の従業員を対象に，郵送回収法による質問紙調査を実施した。調査期間は
2017年 5月 8日から 6月 7日に，各会社の担当者に調査協力の依頼をメールで送り了承を得た後，質
問紙の配布を行った。スポーツ施設業の労働力構成 （経済産業省，2015）を参考に，正社員と非正社
員，事務職（部長以上を除く管理・営業部門，フロント，施設・機械部門など）と指導職（インストラ
クター・トレーナー部門）の割合を考慮して質問紙を配布した。質問紙の表紙に記載された調査の趣
旨，注意事項を読み，同意を得た後に回答を求めた。対象者 488名の内，回答に欠損のある 110名を除
いた 19歳から 50歳の従業員 377名（女性 175名，男性 202名）を分析対象とした（有効回答率 77.4
％，公共施設の平均 35.9歳 SD＝12.5，民間施設の平均年 31.9歳 SD＝9.4）。

2．2　質問票の構成
　本研究で使用する質問票は雇用安定度の評価尺度として雇用不安ストレス項目（KOSS-33），ワーク
パフォーマンスの評価尺度としてワークパフォーマンス項目（WHO-HPQ）を使用し，交絡として想
定される個人属性を含むフェイスシート（交絡変数）で構成した。

2．2．1　雇用安定度の評価項目（韓国版職業性ストレススケール）
　雇用安定度の評価尺度は，日本のストレスチェック制度で使われている新日本ストレス簡易調査表に
は雇用不安に関する項目が含まれてないので，韓国版職業性ストレススケール（KOSS-33，英語版）
から雇用不安に関する 4項目を，英語専門の日本の大学教員と日本語専門の韓国の大学教員が翻訳して
使用した（Chang et al., 2005）。公共施設の Cronbachの αは .823，民間施設の Cronbachの αは .830
であった。雇用不安ストレス項目の得点判定には，得点を項目数で除して，高得点ほど良好な状態を示
すように変換した。

2．2．2　ワークパフォーマンスの評価項目（WHO-HPQ）
　ワークパフォーマンスの評価尺度として世界保健機構健康・ワークパフォーマンス質問紙 The World 
Health Organization Health and Work Performance Questionnaire（WHO-HPQ）を用いた。この尺度に
は，病気による欠勤と健康問題による仕事のパフォーマンスの低下のためのスケールが含まれている。
本研究ではWHO-HPQの日本語版（短縮版）を使用した。これは，過去 4週間にわたる自己評価され
た仕事のパフォーマンスを測定する単一項目のアンケートで，0点＝最低の実績から 10点（HPQ得
点，以下 HPQ得点とする）＝最高のパフォーマンスで構成されている。公共施設の Cronbachの α
は .729，民間施設の Cronbachの αは .731であった。

2．2．3　フェイスシート（個人属性）
　雇用安定度とワークパフォーマンスを把握し，施設グループ間と雇用形態グループ間比較の際には，
交絡の影響を補正する必要がある。そこで，雇用安定度とワークパフォーマンスとの有意な関連が想定
される個人属性をフェイスシートで質問した。個人属性の項目は，性別，年齢，学歴（教育年数），婚
姻状況，雇用形態，職種，所属会社の施設形態であった。雇用形態は，正社員と契約社員，パート・ア
ルバイトに区分した。契約社員であっても，運営会社から正社員として待遇されている者は正社員とみ
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なした。職種は，事務職と指導職に区分し，所属会社の施設形態は公共施設と民間施設と区分した。施
設形態別の比較を行うため，公共施設と民間施設とに分け，属性項目をカテゴライズした。

2．3　データ分析の手順
　最初に，本研究が扱う公共施設と民間施設の集団に個人属性の偏りが認められるか否を検証するた
め，χ2検定を実施する。次に，t-検定と ANOVAを実施して個人属性による 雇用不安ストレス項目と
HPQの平均得点を二つのクループ（公共施設と民間施設）別に比較する（仮説 1と仮説 2の検証）。次
に，仮説 3「スポーツ施設従業員において，雇用形態によって，雇用安定度が異なる。」と 仮説 4「ス
ポーツ施設従業員において，雇用形態によって，ワークパフォーマンスが異なる。」を検証するため，
二つのクループ（公共施設と民間施設）を雇用形態別（正社員，契約社員，パート・アルバイト）に 3
つのグループに分けて，雇用不安ストレス項目と HPQの得点を結果変数とし，個人属性を交絡変数と
して補正するため共変量として ANCOVAを実施する。

3．結果

3．1　公共施設と民間施設の個人特性
　スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設の集団間に個人属性の偏りがあるか否かを検証す
るため，χ2検定を行った（表 1）。χ2検定の結果は，性別，婚姻状況，職種，雇用形態，施設形態によ
る偏りのない集団であることを支持した。一方，年齢と学歴においては，有意差が認められたことから
（年齢：χ2＝17.112，p＜.001，学歴：χ2＝19.558，p＜.001），公共施設の集団は民間施設よりも平均年齢
が高く，学歴が低いことを前提として本研究の分析結果を解釈する必要がある。

表 1　公共施設と民間施設のカテゴリと個人属性の関連（χ2検定）

公共施設 民間施設 χ2 p-value
変数 N＝192（50.9％） N＝185（49.1％）

n（％） n（％）
性別 女性 84（43.8） 95（51.4） 2.919 0.088

男性 108（56.2） 90（48.6）

年齢＊＊ 平均（SD） 35.8（12.56） 31.1（9.48）
19歳～29歳 74（38.5） 101（54.6）
30歳～39歳 43（22.4） 47（25.4） 17.112 0.000
40歳～50歳 75（39.1） 37（20.0）

学歴＊＊ 高卒 62（32.3） 35（18.9）
短大・専門学校卒 63（32.8） 44（23.8） 19.558 0.000
大学卒・大学院修了 67（34.9） 106（57.3）

婚姻状況 既婚 69（35.9） 60（32.4） 0.514 0.473
未婚 123（64.1） 125（67.6）

職種 事務職 95（49.5） 93（50.3） 0.024 0.878
指導職 97（50.5） 92（49.7）

雇用形態 正社員 98（51.0） 110（59.5）
契約社員 25（13.0） 18　（9.7） 2.846 0.241
パート・アルバイト社員 69（35.9） 57（30.8）

＊ p＜.05，＊＊ p＜.01
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3．2 公共施設と民間施設の雇用安定度の比較
　スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設では雇用安定度の状態が異なるかを検証するた
め，施設別に個人属性をカテゴライズし，t-テストまたは ANOVAを実施した。事後検定としては
Scheffe検定を実施した（仮説 1の検証）。t検定と ANOVAの結果，公共施設では年齢（F＝8.709，p＜
0.001）と 雇用形態（F＝8.552，p＜0.001） で有意差が認められた。Scheffe検定の結果 30歳未満（M＝
3.22，SD＝0.59）が 40歳以上より（M＝2.79，SD＝0.64）の得点が有意に高く良好であった。雇用形
態では，アルバイト社員（M＝3.23，SD＝0.63）が正社員（M＝2.88，SD＝0.60）と契約社員（M＝
2.73，SD＝0.74）より得点が有意に高く良好であった。次に，民間施設では性別において有意差がみと
められた。（t＝2.341，p＜0.05）。女性社員（M＝3.43，SD＝0.54） が男性社員（M＝3.25，SD＝0.53）
より得点が有意に高く良好であった。したがって，仮説 1「スポーツ施設従業員において，公共施設と
民間施設では，雇用安定度が異なる。」は支持された。

表 2　施設別の個人属性による雇用ストレス項目の平均得点

変数
公共施設 民間施設

mean（SD） t／F p-value mean（SD） t／f p-value

性別（n，s） 女性 3.09（0.63）
1.674 0.096

3.43（0.54）
2.314＊ 0.020

男性 3.25（0.53） 3.25（0.53）

年齢（s，n） 30歳未満 3.22（0.59）a
8.709＊＊＊

†a＞c
0.000

3.42（0.53）
2.155 0.11930歳～39歳 2.93（0.66）b 3.26（0.53）

40歳～50歳 2.79（0.64）c 3.33（0.65）

学歴 高卒 2.96（0.62）
1.532 0.219

3.33（0.65）
0.524 0.593短大・専門学校卒 2.91（0.74） 3.38（0.50）

大学卒・大学院修了 2.88（0.67） 3.38（0.50）

婚姻状況 既婚 2.88（0.67）
-1.709 0.089

3.27（0.54）
-1.300 0.195

未婚 3.05（0.64） 3.38（0.54）

職種 事務職 2.97（0.61）
-0.360 0.720

3.28（0.57）
-1.766 0.079

指導職 3.01（0.70） 3.42（0.51）

雇用形態（s，n） 正社員 2.88（0.60）a
8.552＊＊＊

†c＞a，b
0.000

3.39（0.51）
1.088 0.339契約社員 2.73（0.74）b 3.24（0.48）

パート・アルバイト社員 3.23（0.63）c 3.29（0.61）

＊ p＜.05，＊＊ p＜.01，＊＊＊ p＜.001
†　scheffe post hoc test

3．2　公共施設と民間施設のワークパフォーマンスの比較
　スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設ではワークパフォーマンスの状態が異なるかを検
証するため，施設別に個人属性をカテゴライズし，t-テストまたは ANOVAを実施した。事後検定とし
ては Scheffe検定を実施した（仮説 2の検証）。t検定と ANOVAの結果，公共施設では，年齢（F＝
3.597，p＜0.05），婚姻状況（t＝2.868，p＜0.01）で有意差が認められた。Scheffe検定の結果 40歳以上
（M＝6.35，SD＝1.95）が 30歳未満（M＝5.70，SD＝1.58）より得点が有意に高く良好であった。婚姻
状況では既婚社員（M＝6.39，SD＝1.84）が 未婚社員（M＝5.69，SD＝1.64）より得点が有意に高く良
好であった。民間施設では職種において有意差が認められた（t＝－2.713，p＜0.01）。指導職（M＝
6.18，SD＝1.50）が 事務職（M＝5.57，SD＝1.62）より得点が有意に高く良好であった。以上の結果か
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ら仮説 2「スポーツ施設従業員において，公共施設と民間施設では，ワークパフォーマンスが異なる。」
は支持された。

3．3　施設別の雇用形態による雇用安定度とワークパフォーマンスの比較（ANCOVA 検定）
　スポーツ施設従業員において，施設別の雇用形態による雇用安定度とワークパフォーマンスを検証す
るためには，雇用安定度とワークパフォーマンスの双方と関連を示す交絡変数の影響を補正する必要が
ある。そこで個人属性を交絡変数として補正するため個人属性を共変量として ANCOVA実施した（仮
説 3の検証）。

表 4　施設別雇用形態による雇用ストレス項目と HPQ平均得点（ANCOVA）

グループ　1 グループ　2 グループ　3
変数 正社員 契約社員 パート・アルバイト社員 F Partial

m（SE） m（SE） m（SE）

公共施設 n＝98 n＝25 n＝69
雇用安定度 2.95（0.06） 2.72（0.12）＜3 3.14（0.08）＞2 4.264＊ .045

ワークパフォーマンス 5.63（0.18）＜3 5.68（0.34） 6.44（0.22）＞1 3.834＊ .041

民間施設 n＝98 n＝25 n＝69
雇用安定度 3.43（0.05） 3.23（0.13） 3.21（0.78） 2.806 .030

ワークパフォーマンス 5.67（0.15） 6.02（0.39） 6.19（0.21） 1.744 .019

注）　1．平均得点を比較するために，性別，年齢，婚姻状況，教育年数，職種を共変量とした共分散分析（ANCOVA）を実施し
た。2．Bonfer-roniテストを用いた雇用形態グループ間の有意差を検証した。＂＜＂″または，＂＞＂は平均の有意差があるグルー
プを表している。

表 3　施設別の個人属性による HPQの平均得点

変数
公共施設 民間施設

mean（SD） t／F p-value mean（SD） t／F p-value

性別 女性 6.11（1.78）
1.086 0.279

7.73（1.60）
-1.275 0.204

男性 5.83（1.72） 6.02（1.57）

年齢（s，n） 30歳未満 5.70（1.58）a
3.597＊

†c＞a
0.029

5.59（1.60）
0.335 0.71630歳～39歳 5.60（1.50）b 5.92（1.71）

40歳～50歳 6.35（1.95）c 6.03（1.42）

学歴 高卒 6.03（1.75） 6.03（1.38）
0.676 0.510短大・専門学校卒 5.61（1.73） 1.680 0.189 6.02（1.63）

大学卒・大学院修了 6.16（1.74） 5.75（1.64）

婚姻状況（s，n） 既婚 6.39（1.84）
2.868＊＊ 0.008

6.40（1.61）
0.582 0.561

未婚 5.69（1.64） 6.02（1.57）

職種（n，s） 事務職 5.92（1.70）
-0.089 0.929

5.57（1.62）
-2.713＊＊ 0.007

指導職 5.95（1.79） 6.18（1.50）

雇用形態 正社員 5.76（1.68） 5.73（1.70）
1.144 0.321契約社員 5.58（1.69） 2.565 0.080 5.89（1.02）

パート・アルバイト社員 6.30（1.81） 6.12（1.51）

＊ p＜.05，＊＊ p＜.01，＊＊＊ p＜.001
†　scheffe post hoc test
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　公共施設では，雇用安定度とにおいて契約社員とパート・アルバイト社員グループ間に有意差が認め
られ（F＝4.264，p＜0.05），契約社員の平均得点がパート・アルバイト社員より有意に低く望ましくな
い状態であった。ワークパフォーマンスにおいては，正社員とパート・アルバイト社員間に有意差が認
められ（F＝3.834，p＜0.05），正社員の平均得点が低く望ましくない状態を示した。次に，民間施設で
は，雇用安定度において雇用形態別に有意差が認められなかった。さらに，ワークパフォーマンスにお
いても雇用形態別に有意差が認められなかった。したがって，仮説 3 スポーツ施設従業員において，公
共施設と民間施設では，雇用形態によって，雇用安定度とワークパフォーマンスが異なる。」は部分的
に支持された。

4．考察

　本研究は，日本のスポーツ施設従業員の雇用安定度とワークパフォーマンスを明らかにすることを目
的とした。雇用ストレス項目とWHO-HPQの日本語版（短縮版）にワークパフォーマンス（HPQ）項
目を用いたデータ分析の結果，仮説 1，仮説 2，仮説 3の検証からスポーツ施設業務において，公共施
設と民間施設では雇用安定度とワークパフォーマンスが異なることが明らかとなった。そこで，雇用安
定度とワークパフォーマンスの 2つの観点に絞って考察を進めたい。

4．1　公共施設と民間施設の雇用安定度の比較
　本研究では，公共施設において，個人属性の中で年齢と雇用形態によって，雇用安定度が異なること
が明らかになった。30歳未満が 40歳以上より得点が有意に高く良好であった。雇用形態によっては，
パート・アルバイト社員が正社員と契約社員より得点が有意に高く良好であった。他の個人属性を交絡
要因とした比較（表 4）では契約社員の平均得点がパート・アルバイト社員より有意に低く，望ましく
ない状態を示した。民間施設においては，性別によって雇用安定度が異なり，女性の得点が高く良好で
あった。公共施設とは異なり，雇用形態グループ間に有意差が認められなかった。以上のように，公共
施設と民間施設では雇用安定度が異なることが明らかになった。個人属性による雇用安定度の比較をみ
ると，性別のモデレーター効果について Cheng and Chan （2008）と Sverke, et al. （2002）は性別による
有意差を認めてない。同じく非正規社員を含めた韓国労働研究院の報告（Nam, et al., 2005）と，韓国
社会的企業社員 850名を対象にした Kang （2011）においても性別の有意差は認められなかった。今回
の民間施設の結果では，女性の平均が有意に高く性別による有意差が認められ，Silla, et al. （2009）, 
Richter （2011）, Naswall, et al. （2005）を支持している。松田（2004）による民間企業正社員の夫婦 480
人を対象とした研究で，夫の雇用不安は，本人のみならず妻のストレスも高める要因となると報告して
いる。男性の方が家長としての責任，恥の意識，世間体の目を意識しやすい傾向（井上，1977）が投影
されていると考えられる。次に，公共施設において，個人属性を交絡要因とした比較で，パート・アル
バイト社員が正社員と契約社員の平均得点より有意に高く望ましい状態を示した。山本（2011）の報告
を支持している結果として，非正規雇用の中でも不本意型の非正規雇用においては主観的厚生水準が低
下することを示したことになる。それに対して，民間施設においては公共施設とは異なり，雇用形態グ
ループ間に有意差が認められなかった。正社員の平均得点が一番高く，契約社員，パート・アルバイト
の順位だった。さらに，全ての雇用形態において，民間施設の雇用安定度の得点が高く良好であった。
公共施設と民間施設の雇用安定度の差として，指定管理者制度が上げられる。行政と民間企業が得意な
役割を果たし，社会的な仕組みを構築していく指定管理者制度が導入されているが（大竹，2009）， 公
共施設の指定管理の契約期間が 3年～5年間に定められているため，公共施設の契約社員の雇用安定度
がより低く，従業員全体に雇用不安をもたらしていると考えられる。一方，Sverke,et al. （2002）による
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と雇用不安は，組織と従業員の行動関係に有害な影響を及ぼし，ワークパフォーマンスを低下させると
示されている（Cheng & Chan, 2008）。従業員の労働福祉の面だけでなく， 組織の効率の向上のために
も従業員に対する積極的な雇用不安対策が求められる。

4．2　公共施設と民間施設のワークパフォーマンスの比較
　本研究では，公共施設において，個人属性の中で年齢と婚姻状況によって，ワークパフォーマンスが
異なることが明らかになった。40歳以上が 30歳未満より得点が有意に高く良好であった。婚姻状況で
は既婚社員が未婚社員より得点が有意に高く良好であった。一方，雇用形態別には有意差が認められな
かったが，他の個人属性を交絡要因とした比較（表 4）では正社員の平均得点がパート・アルバイト社
員より有意に低く，望ましくない状態を示した。民間施設においては，職種によってワークパフォーマ
ンスが異なり，指導職が 事務職より得点が有意に高く良好であった。さらに，他の個人属性を交絡要
因とした比較では，公共施設とは異なり，雇用形態グループ間に有意差が認められなかった。以上のよ
うに，公共施設と民間施設ではワークパフォーマンスが異なることが明らかになった。はじめに，正社
員の平均得点がパート・アルバイト社員より有意に低く，望ましくない状態を示している今回の結果か
ら，非正社員の増加に伴い，正社員には高度な仕事のスキルが必要とされ（Alcalay and Pasick, 1983），
若い正社員が年配の非正社員の上司になるなど職務ストレスが高まっている（厚生労働省，2014年）
現状が投影されている。
　Choi（2018）による中小企業の従業員を対象にした調査報告では，性別，年齢，婚姻状況，教育水
準などの個人属性の中で，年齢にだけにおいて有意差が示されていて今回の公共施設の結果は一部支持
された。個々の従業員のワークパフォーマンスはどのように組織の業績に影響を与えるのかについて，
多くの研究結果が蓄積されている。その成果に影響を及ぼす要因として，職務時間と売り上げ達成
（McComic and Ligen, 1980 ; Lee, 2004 ; Lee, 2007），生産量と過失発生率McComic and Ligen, 1980），職
務の量，職務のクォリティーと全般的な成果（Porter and Lawer, 1968）などが挙げられている。また，
上司や同僚との関係を含め対人関係はワークパフォーマンスに影響を与える要因として挙げられている
（Muhammad, 1986 ; Choi, 2018）。従業員の対人関係が円満でなく対人葛藤として認識し，職場環境で頻
繁に対面的な葛藤がある場合，従業員は自分の仕事を嫌う傾向があり，働くことまたは出勤することに
緊張感を覚え，勤務時間が不安な状態になり，多くの否定的な結果につながることが示されている。ほ
とんど組織で行われていることの多くが人を介して行われるということで，人々が他の人とやりとりす
るのに苦労している場合は，他の人たちの協力と支援を得ることが困難な可能性がある。多くの組織
は，対人関係のスキルに欠けている個人を対象に，コーチングプログラムにかなりの金額を投資してい
る。吉村ら（2013）では，職場環境改善および個人向けストレスマネジメント教育の便益が事業者にと
って経済的な利点がある可能性が示唆された。Lee（2014）も組織の学習効果とワークパフォーマンス
とのポジティブな関連性を報告している。ワークパフォーマンスの向上のためには，このような教育プ
ログラム実施以外にも ,　カフェテリア式の福利衛生制度の実施，海外研修などの教育訓練機会を与え
ると同時に，このような支援に対する従業員の認識を高めるような多様な HR制度の必要性がある
（Choi, 2018）。スポーツ施設従業員においても同様，より積極的なワークパフォーマンス向上のための
対策が求められる。

5．結論と今後の課題

　本研究では，日本のスポーツ施設従業員の雇用安定度とワークパフォーマンスの特徴を明らかにする
ことを目的とした。雇用ストレス項目と WHO-HPQの日本語版（短縮版）のワークパフォーマンス
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（HPQ）項目を用いたデータ分析の結果，スポーツ施設業務において，公共施設と民間施設では雇用安
定度とワークパフォーマンスが異なることが明らかとなった。指定管理者制度の定着に伴い，公共施設
の雇用安定度が低下している。さらに，非正規労働に増加に伴い，正社員の職務負担の増加によるワー
クパフォーマンスへの影響が考えられる。スポーツ施設ビジネスにおいて，雇用の安定性を高める実効
性のある「働き方」施策とワークパフォーマンス向上のための実践的な施策が緊急に求められる。
　今後は，今回の結果を参考に，雇用不安とワークパフォーマンスの関連性明らかにすることと，縦断
的研究による信頼性と妥当性が裏付けられる研究結果の蓄積を進めたい。
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